
















































する上場企業の行動を指す 11 l･H yaea ndP
 u(201epla )は,外部市場環境 化を促進するための改革を進めている.上場企業における情報開示の促進と
I J
･ ･. .革 ｢ L
に関係する6つの自主的情報開示の動機を検討し.自主的な情報開示行動と 経営の透明性の確保が強く求められつつある.それゆえ.本研究は中国国有
L Iコーポレー ト ガバナンスとの関連性に焦点を当てた研究の必要性を強調し 上場企業の改革にとって,重要な意義を持つものと考えられる.

















































































































































探酬証券取引所に上場している下記の 4つの条件を満たす 188社の A採
国有企業 21)をサンプルとする･①非金融保険企巣 ② 1997年 12月 31日以
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表 1 ロジスティック回帰変数の測定方法







































平均値 最小値0 最大値1 標準偏差 中央値
(I)SCORE)
上位持ち株分散度 (DR) 0.434 0.03 2.345 0.478 0.236 
機関投資家の持ち株比率 0.025 0 0323 0.053 0.002 
(INST)
トンプマネジメントの持ち抹 0.00]3 0 0.005 000u 0001 
比率 (TOPM)
企業規模 (SIZE) 21.335 18807 23.761 0.939 21.403 
財務レバレッジ (LEV) 0.505 0.008 1.17 0196 0.503
# # (INDUS) 
表3 2001-2004年度の情報開示の評価結果

評価結果 2001年 2〔氾2年 2003年 2004年

優秀 18 21 24 24

良好 74 90 101 101

合格 84 68 56 56

不合格 12 9 7 7








表 4は変数間の Pearson相関係数を示している.自主的情報開示の程度 
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表 4 Pearson相関係数マトリクス 
DSCORE DR lNST TOPM SIZE LEV INDUS 
DSCORE 1 
DR 0.189'■ 1 
1NST 0.248'● 0072 1 
TOPM 0.028 0.135 -0.075 1 
SIZE O･212'  -0158･ 0.385･ 10.054 1 
LEV -0044 0･179' -0115 0.11 -002 
ⅠNDUS -0.118 -0.15● 0･093 -0.182' -0.013 0038 1







L"吉)･bD lIE･bLEV .N S ()( -a 1R･bSZ 3 ･bIDU'E 1
Ln吉)a･b′NT 2SZ 3′ ･b′NDUS'E (( - lIS･b,IE･bLEV 4I ′ 2) 
L"(吉)-d′･bl-TOPM･b2-SIZE･b3-LEV･b4-INDUS'6- (3) 
L"吉)a+b-D b′IS･b′′OM･b′′IE( - ′ l,R･2′NT 3TP ｡SZ








モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4
係数 P 係数 P値 係数 P値 係数 P値
定数 -299000
値
-.3 02二 - 5 . ー.5 0091.0 .2 525 .(世 976 0011 883 .4
DR .2 .3 .36 00133 000 11 1 
INS 22423 008 0926 .1T . . 2. 005 
TOPM 108.067 0.721 87.170 0776 
SIE , 000 02 015 1 .5 A3 009Z 0644 .1 .8 5 052 000 0 5 3
LEV -0.769 0222 0094 0877 -0,338 0585 -0348 0.589 
1DS 039 .1 -.7 008 052 017 049 .9NU 1,4 032 065 4 -,0 3 - 6 01
C上-qae .6 0(氾 484 α ll69 00 3 9 0lsur 2247 X 2 9 00〕 ,8 2 265 000 
120 iei d 1 2485 81 0 91glklhoo 27322 1.9 22 2704 
Col&SmelRsquare 0l13 0.124 006 016 














































論文 :株主構成が自主的情報開示に与える早f 109'響 
究を行うことも今後の重要な研究課題である･ 
*本研究の一部は,平成 18年度 -19年度の日本学術振興会科学研究費補助金 
(基盤研究 (C),課題番号 18530291,代表者 :石川勝)の助成を受けて行われ
た.
注 
1) FASB (2001):何 (2003) 
2) BushmanandSmith(2001);ChauandGray (2002):Core L2001):Ho 
an n 200) EgadMa 200): kiaadP o 20):dWog( 1; n n k( 3 Mahj n atn(04 喬 
(2003):王(2003):程(2004):張他(204〕 
3) 李 (2005) 
4) Suefr弧dVisn( 7 L ort tl 199)n 1999ie hy199);aP aea.( 8ad( ) 
5)	ここでいうインサイダーとは,株主であると同時に企業内部の経営に携わ
る立場にいる者を指す. 
6) 1994-2002年の臥 創業者一族の持ち株比率は平均 12/00-7%であった･ 
7) 取締役やトップマネジメントのポストに同族株主が存在する場合を｢1｣
とし.存在しない場合を ｢0｣としている. 
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) サンプル企業の 2004年末における筆頭株主の持ち株比率は平均値 4 %,













































割立臥 杜蛍･コーポレ-M ･,け ンスと会計情報の質との関係に関する実証研
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江矧 蒋高峰･情報開示･透明度と資本コス ト (信息被風 透明度与賢本成本).
徐荊熟 字寧･陳工孟 株式集中度と株式バランス度が軽営業掛 こ及ぼす影響
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